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概要 

名古屋大学では、平成 24 年度に「名古屋大学局所排気装置等の設置等に関する運用ガイドライン」が制定

され、これを受け平成 25 年度「名古屋大学局所排気装置等定期自主検査者講習要領」が発効された。本要領

を受け平成 26 年度より学内にて、全学技術センターの職員が分担しての局所排気装置等定期自主検査者養成

講習会（講習Ａ-各研究 G に 1 名以上の修了者必須、講習Ｂ）を開始した。平成 28 年 6 月の化学物質リスク

アセスメントの施行や名古屋大学化学物質等安全管理規程の改正への対応など、今後も実験室での作業環境

管理の徹底-化学物質の適切な封じ込めや管理が必要となり、局所排気装置の重要性も増している。今回、法

律改正後の講習会実施内容の検討にあたり、まず国内の大学での実施状況を調査するとともに、調査の結果

より、実施大学の状況等について現地調査を計画、実施したので、これについて報告する。 

1 実施状況調査結果 

国内の大学で、局所排気装置定期自主検査者養成講習会を行っている大学はいくつかあり、外部へ講習会

を開放している大学は、現時点で判明している分として筑波大学、茨城大学、静岡大学、名古屋大学、琉球

大学の 5大学である 1)。多くの大学で行っている講習会は、主に大学で多く設置されている局所排気装置（ド

ラフトチャンバー）にのみ対応している。琉球大学では、それ以外（粉じん、プッシュプル型）の局所排気

装置にも対応した教育を実施する体制が取られている。また、所轄の労働基準監督署と講習実施について双

方の合意に基づいて行っている大学は、静岡大学、琉球大学と名古屋大学であった。これらの大学の実施案

内・情報は、大学等環境安全協議会	
 実務者連絡会の専用 web ページ 1)に掲載されている。今回の現地調査

は、筑波大学と琉球大学を調査することとした。 

2 実地調査結果 

2.1 筑波大学の実施状況 2) 

平成 27年度筑波大学での	
 EHSマイスターコースは、8月 31日〜9月 1日にかけて実施された。本コース

は、筑波大学大学院共通科目「環境安全衛生マイスター養成講座」の一部として開催され、学外の教職員に

も開放されているものである。講習会は、「化学物質の基礎」、「局所排気装置の基礎」、「簡易局所排気装置の

製作」を基礎知識用の資料を基に説明等があり、演習形式の実技、製作作業も取り入れながら実施された。

詳細は、筑波大学環境安全管理室の webページを参照下さい。 

 

 



2.2 琉球大学の実施状況 

琉球大学では平成 16 年の国公立大学の独立行政法人化後すぐに講習会の実施検討を始め所轄の労働基準

監督署の了承を得て局所排気装置等定期自主検査者養成講習会を開始した。琉球大学における講習会には技

術職員が自作した機器を用いて局所排気装置の構造や理論を説明しており、講習会の最後には実際にドラフ

トチャンバーの定期自主検査を実施し習熟度の確認を行っている。最後に開催されたのは平成 22年でそれ以

降は開催されていないが、これまでに学内者 50名程度、一般企業からも数名が受講し琉球大学における定期

自主検査実施に貢献している。 

3 まとめ 

今回の実施状況調査及び実地調査で、局所排気装置の定期自主検査者養成講習（ドラフトチャンバーのみ

や関連する技術も含む）を実施している大学があった。このうち、筑波大学、静岡大学、名古屋大学、琉球

大学では、他大学、他研究所の関係者等へも講習会を開放している。また、静岡大学、琉球大学でも、名古

屋大学同様に所轄する労働基準監督署と講習会の実施・内容等について合意に基づいて行っていることが判

った。 

また、実地調査として、筑波大学では、大学院の共通科目の中で、安全衛生管理の理解を深めて活動する

人員の養成（マイスター制度）を行い、実験室等での安全衛生管理を行っていた。この方法は今後の大学の

教育・管理の一手法として、各大学でも検討・採用されることが望まれる。琉球大学では、養成講習会は 3

日を要する為、講師・受講者共に時間確保や、また講習会受講要件を満たすことに障害が多いため、年に 1

回、半日程度の局所排気装置に関するメンテナンス講習会を実施し、局所排気装置利用者の技術や知識を担

保している。 
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